
 

福島原発事故についての緊急建言 

はじめに、原子力の平和利用を先頭だって進めて来た者として、今回の事故を極めて遺憾に思うと同時に

国民に深く陳謝いたします。 

 

私達は、事故の発生当初から速やかな事故の終息を願いつつ、事故の推移を固唾を呑んで見守ってきた。

しかし、事態は次々と悪化し、今日に至るも事故を終息させる見通しが得られていない状況である。既に、

各原子炉や使用済燃料プールの燃料の多くは、破損あるいは溶融し、燃料内の膨大な放射性物質は、圧力

容器や格納容器内に拡散・分布し、その一部は環境に放出され、現在も放出され続けている。 

特に懸念されることは、溶融炉心が時間とともに、圧力容器を溶かし、格納容器に移り、さらに格納容器

の放射能の閉じ込め機能を破壊することや、圧力容器内で生成された大量の水素ガスの火災・爆発による

格納容器の破壊などによる広範で深刻な放射能汚染の可能性を排除できないことである。 

こうした深刻な事態を回避するためには、一刻も早く電源と冷却システムを回復させ、原子炉や使用済燃

料プールを継続して冷却する機能を回復させることが唯一の方法である。現場は、このために必死の努力

を継続しているものと承知しているが、極めて高い放射線量による過酷な環境が障害になって、復旧作業

が遅れ、現場作業者の被ばく線量の増加をもたらしている。 

こうした中で、度重なる水素爆発、使用済燃料プールの水位低下、相次ぐ火災、作業者の被ばく事故、極

めて高い放射能を含む冷却水の大量漏洩、放射能分析データの誤りなど、次々と様々な障害が起り、本格

的な冷却システムの回復の見通しが立たない状況にある。 

一方、環境に放出された放射能は、現時点で一般住民の健康に影響が及ぶレベルではないとは云え、既に

国民生活や社会活動に大きな不安と影響を与えている。さらに、事故の終息については見通しがないとは

いえ、住民避難に対する対策は極めて重要な課題であり、復帰も含めた放射線・放射能対策の検討も急ぐ

必要がある。 

 

福島原発事故は極めて深刻な状況にある。更なる大量の放射能放出があれば避難地域にとどまらず、さら

に広範な地域での生活が困難になることも予測され、一東京電力だけの事故でなく、既に国家的な事件と

いうべき事態に直面している。 

 

当面なすべきことは、原子炉及び使用済核燃料プール内の燃料の冷却状況を安定させ、内部に蓄積されて

いる大量の放射能を閉じ込めることであり、また、サイト内に漏出した放射能塵や高レベルの放射能水が

環境に放散することを極力抑えることである。これを達成することは極めて困難な仕事であるが、これを

達成できなければ事故の終息は覚束ない。 



 

さらに、原子炉内の核燃料、放射能の後始末は、極めて困難で、かつ極めて長期の取組みとなることから、

当面の危機を乗り越えた後は、継続的な放射能の漏洩を防ぐための密閉管理が必要となる。ただし、この

場合でも、原子炉内からは放射線分解によって水素ガスが出続けるので、万が一にも水素爆発を起こさな

い手立てが必要である。 

 

事態をこれ以上悪化させずに、当面の難局を乗り切り、長期的に危機を増大させないためには、原子力安

全委員会、原子力安全・保安院、関係省庁に加えて、日本原子力研究開発機構、放射線医学総合研究所、

産業界、大学等を結集し、我が国がもつ専門的英知と経験を組織的、機動的に活用しつつ、総合的かつ戦

略的に取組むことが必須である。 

 

私達は、国を挙げた福島原発事故に対処する強力な体制を緊急に構築することを強く政府に求めるもので

ある。 
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福島原発事故に係る主な課題 

 

当面の最重要課題は、大量の放射能を環境にださない工夫をしながら、原子炉と燃料プールの使用済燃料

を連続冷却すること（循環余熱除去システムの復帰）。 

・ 必要なことは、電源を復帰させ、余熱除去システムを稼動させることで、一刻も速やかにこれを達成す

ること。 

・ 作業を速やかに実施するためには、作業環境、作業体制を整えること。 

― 作業場の放射線量をできるだけ下げること 

― 重層的な作業体制をつくって、24 時間体制で実施できるようにし、個人の被ばく線量を抑制すると同

時に、作業者が適切な休養・栄養・睡眠をとって思わぬ災害やトラブルを起こさないようにすること。 

高レベルの放射線量下での作業は、2－3 時間で交代できるようにすべき。 

・ 前線の作戦本部はサイトまたはオフサイトセンター内において、サイト内の現場作業と一体となって取

組む（被ばくも苦労も分かち合うこと）。 

・ 一個人に役割を集中させず、柔軟な役割分担も必要（現場所長等の超過労に配慮）。 

制約条件 

・ 炉心や燃料プールの冷却を欠かすことができない。しかし、冷却を継続していても溶融炉心は、徐々に

圧力容器壁を溶かし続けるので、時間的な制約がある。 

・ 水素は発生しており、細心の注意が必要。 

・ 高レベルの放射性排水の処理は、極めて困難。多くの放射線源が分散しており、適切な放射線管理と遮

蔽対策が必要。 

・ 高レベル廃液は、移したところが放射線の発生源となるので、遮蔽が必要。 

絶対に維持すべきことは、圧力容器と格納容器の閉じ込め機能と、使用済燃料プールの水位の維持 

閉じ込め機能維持 

・ 格納容器の圧力を下げるとか、水素爆発を除くために排気すれば、格納容器内の放射能の一部が環境に

出る。 

・ 燃料が破損・溶融したため、格納容器内には莫大な放射能が溜まっていると推定されるが、その量は不

明。 

・ ドライベントのように、放射能を環境に排出せざるを得ない事態には、住民、自治体に衆知し、適切な

対応を要請すべし。 

使用済燃料の破損防止 

・ 使用済燃料プールの水位が下がり、燃料が空気中に晒され、除熱できなくなると燃料被覆管であるＺｒ

合金の温度が上がり、Ｚｒ－水（水蒸気）反応が起こり、被覆管が破損し、内部の放射能が環境に放出さ

れる。 

・ 既に、３号機と４号機の使用済燃料ではこうした事態が一旦起ったようであるが、これ以上被覆管が破

損し、さらに大量の放射能が放出されるのを防ぐためには、燃料を完全に水没させておくことが極めて重

要である。 



生活環境に放出された放射能対策と避難住民の復帰対策 

・ 広範に放出された放射能の詳細な測定と影響評価 

― 空間線量（積算線量）、土壌汚染、飲料水汚染の実態と評価 

― 核種・線量の汚染マップの作成 

・ 野菜等の風評被害対応 

科学的で信頼できる評価と説明（個々バラバラの説明はよくない） 

・ 相当の広い範囲でセシウム 137 等による汚染があり、レベルに応じた対策が必要。 

・ 避難住民の復帰シナリオの提示 

・ 必要に応じた健康診断 

サイト内の放射能対策は、短期課題、中・長期課題に分けて対応すべし。まず、安全に安定化、その後大

量の放射性廃棄物の処分 

・ 当面は、放射能が環境に逸散するのを防ぐ手当てが必要（密閉管理） 

・ サイト内に広がっている放射能対策 

― 汚染されている土壌等は、できるだけまとめて放射能粉塵の飛散を防ぐ措置 

― サイト外への飛散を防ぐことと、サイトでの作業者の被ばくを減らす上で重要 

・ 大量の高レベル放射能排水の処理・処分 

・ 使用済燃料の始末（長期） 

・ 原子炉の始末（長期） 

 


